
 

 

第５章 基本目標 

５－１ 基本目標の設定                              

  基本的な方針等に基づき、本市の公共交通の課題を解消し、まちづくりと一体となった

地域公共交通網を形成するために３つの目標を設定し、基本目標達成のため、重要度の高

い５つのプロジェクトを推進します。 

 
１ 基本目標Ⅰ「選ばれる公共交通の構築」 

まちなか居住区域内や、まちなか居住区域間を担う鉄道や路線バスの公共交通について、

利用しやすい路線への再編や、運賃・ダイヤの見直しとともに、多様な移動手段との連携

等による、利便性、採算性の向上を図ります。また、災害時にも機能する公共交通ネット

ワークの構築を図ります。さらには、鉄道や路線バス、タクシーなどの利用増進等に努め

ながら、利便性の高い移動手段を構築するなどして、選ばれる公共交通の構築を図ります。 

1） 推進するプロジェクト 

   ・ ＰＪ－１：公共交通最適化・利便増進等プロジェクト 

   ・ ＰＪ－２：公共交通利用転換プロジェクト 

 

２ 基本目標Ⅱ「セーフティーネットとなる公共交通の確保」 

中山間地域など、公共交通の利用が困難な地域については、地域の輸送資源を総動員し

て地域住民、市及び事業者等との共創により、地域の特性やニーズに沿った地域公共交通

の検討・導入を進め、自家用車の運転が困難な高齢者や免許返納者、学生等にとって望ま

しい生活の基礎を支える交通の確保を図ります。 

1） 推進するプロジェクト 

  ・ ＰＪ－３：公共交通セーフティーネット構築プロジェクト 

 

３ 基本目標Ⅲ「新技術等を活用した移動手段のサポート」 

都市交通サービス全体の利便性を高めるＭａａＳの構築や、公共交通の補完的な役割を

担うシェアリングサービス（車・自転車・電動キックボード等）の活用、さらには、公共

交通の運行効率の向上や運転手等の人材不足を補う自動運転車両の導入に向けた検討な

ど、新技術を活用することにより、地域住民、観光・ビジネス等の来訪者への移動手段を

サポートします。 

1） 推進するプロジェクト 

  ・ ＰＪ－４：スマートモビリティ推進プロジェクト 

  ・ ＰＪ－５：交通利便性向上プロジェクト 

第５章 基本目標 

・ ・  主にまちなか・都市拠点を対象 

主に公共交通不便地域を対象 ・ ・  

・ ・ ・ ・  都市圏全域(市内全域)を対象 
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基幹バス
支線バス
鉄道

地域内交通

都心拠点
広域拠点
地区拠点
地域生活拠点

図 公共交通ネットワーク方針図 

富岡 
方面 

第５章 基本目標 
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５－２ 基本目標達成のための目標値                             

１ 基本目標Ⅰに関する目標値（ＫＰＩ） 

基本目標Ⅰ「選ばれる公共交通の構築」の達成度合いを図るための指標を４つ定めます。

なお、「公共交通への公的資金投入額の一定額以下を維持」については、基本目標Ⅱ及び

基本目標Ⅲに共通します。 

1） 主要な幹線系統の利用者数の増加 

   平－小名浜間を結ぶ路線バスのうち、鹿島街道経由及びいわきニュータウンに関連す

る系統について、新型コロナウイルス感染症拡大前の利用傾向（人口減少、少子高齢化

等を踏まえた微減トレンド）まで改善を図ります。 

実績値 目標値(R9) 備考 

約 68(万人/年) 約 70(万人/年) 
＊新型コロナウイルス感染症拡大前の 2018 年度

を基準とした推計値 

2） 路線バス収支率の向上 

   平－小名浜間を結ぶ路線バスのうち、鹿島街道経由及びいわきニュータウンに関連す

る系統について、新型コロナウイルス感染症拡大前の収支率まで改善を図ります。 

実績値 目標値(R9) 備考 

約 63(％) 約 65(％) ＊約２ポイント増加 

3） 鉄道交通利用者数の増加 

立地適正化計画の都市機能誘導区域内の駅の日平均乗車人数について、新型コロナウ

イルス感染症拡大前の利用傾向（人口減少、少子高齢化等を踏まえた微減トレンド）ま

で改善を図ります。 

実績値 目標値(R9) 備考 

約 1.1(万人/日) 約 1.3(万人/日) 
＊新型コロナウイルス感染症拡大前の 2018 年度

を基準とした推計値 

4） 公共交通への公的資金投入額の一定額以下を維持 ※基本目標Ⅱ・Ⅲに共通 

路線バスや住民ボランティア輸送、公共交通利用促進策などに対する市負担額につい

て、今後、人口減少や超高齢社会が進行し、公的負担額の増加が必要と見込まれる中に

おいても一定額以下に抑えるものとします。 

現在 目標値(R9) 備考 

約 630(円/人) 約 1,020(円/人) ＊国県補助金等を除く 

 

第５章 基本目標 
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２ 基本目標Ⅱに関する目標値（ＫＰＩ） 

基本目標Ⅱ「セーフティーネットとなる公共交通の確保」の達成度合いを図るための指

標を３つ定めます。なお、「公共交通への公的資金投入額の一定額以下を維持」について

は、基本目標Ⅰ及び基本目標Ⅲに共通します。 

1） 公共交通不便地域における移動手段の確保支援策実施地域数 

公共交通不便地域においては、地域にとって最適な交通手段の確保に努めるため、そ

の実施地域数を目標値とします。 

現在 目標値(R9) 備考 

２(地区) ４(地区) 
＊現在の地域数［２］については、田人及び三和地

区で実施中のボランティア輸送 

2） 鉄道・路線バス・タクシー等を活用した貨客混載型物流の導入地域数 

中山間地域等における物流の効率化及び鉄道・路線バス・タクシーの維持を図るため、

鉄道・路線バス・タクシー等を活用した貨客混載型の検討を進め、必要に応じた導入を

図ることとし、その導入地域数を目標値とします。 

現在 目標値(R9) 備考 

０(地区) １(地区) ＊現在の地域数［０］ 

3） 公共交通への公的資金投入額の一定額以下を維持 ※基本目標Ⅰ・Ⅲに共通 

路線バスや住民ボランティア輸送、公共交通利用促進策などに対する市負担額につい

て、今後、人口減少や超高齢社会が進展し、公的負担額の増加が必要と見込まれる中に

おいても一定額以下に抑えるものとします。 

現在 目標値(R9) 備考 

約 630(円/人) 約 1,020(円/人) ＊国県補助金等を除く 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 基本目標 
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３ 基本目標Ⅲに関する目標値（ＫＰＩ） 

基本目標Ⅲ「新技術等を活用した移動手段サポート」の達成度合いを図るための指標を

３つ定めます。なお、「公共交通への公的資金投入額の一定額以下を維持」については、

基本目標Ⅰ及び基本目標Ⅱに共通します。 

1） 公共交通機関への非接触型決済システムの導入数 

利用者の利便性の向上及び潜在的な見込み利用者の獲得、並びに新型コロナウイルス

感染症等の感染症拡大防止を図るため、路線バス、タクシー、鉄道(未導入駅)への非接

触型決裁システムの導入検討及び導入促進を図ることとし、導入数を目標値とします。 

現在 目標値(R9) 備考 

２(交通機関) ３(交通機関) 
＊現在の導入数［２］については、ＪＲ常磐線、

一部のタクシー 

2） ＧＴＦＳ-ＪＰ導入数 

路線バスについて、スマートフォンなどで経路検索が可能になるＧＴＦＳ－ＪＰ※の

導入を図ることとし、導入数を目標値とします。 

現在 目標値(R9) 備考 

０(交通機関) １(交通機関) ＊現在の導入数［０］ 

※ GTFS-JP：経路検索等の情報利用者との情報の受渡しのための共通フォーマット「標準的なバス情

報フォーマット（GTFS）」に基づきデータを整備し、オープンデータとして公開していく

ことで、利便性の向上、災害時における移動手段の確保、公共交通の利用機会の創出を

図ることができる。 

3） 公共交通への公的資金投入額の一定額以下を維持 ※基本目標Ⅰ・Ⅱに共通 

路線バスや住民ボランティア輸送、公共交通利用促進策などに対する市負担額につい

て、今後、人口減少や超高齢社会が進展し、公的負担額の増加が必要と見込まれる中に

おいても一定額以下に抑えるものとします。 

現在 目標値(R9) 備考 

約 630(円/人) 約 1,020(円/人) ＊国県補助金等を除く 

 

第５章 基本目標 
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第６章 基本目標達成のための具体的な事業 

６－１ 具体的な事業                                

  基本目標（各プロジェクト）の達成に必要な具体的な事業案、事業の主体、事業実

施のスケジュール等を定めます。 

なお、目標達成のため早期に実施することが求められる事業（重要度及び優先度の

高い事業）は★印で示しています。 

 

６－２ 基本目標Ⅰ「選ばれる公共交通の構築」                          

１ 公共交通最適化・利便増進等プロジェクト 

1） 路線バスの最適化等（★） 

「いわき市立地適正化計画」との整合を図り、商業、業務等の都市機能が集積さ

れ人口密度を維持すべき主要な拠点間を結ぶ基幹バスによる骨格公共交通網の強化

及び主要な拠点と主に地域生活拠点を結ぶ支線バスによる地域交通結節点までの交

通網の形成に向けて、路線バスの系統・ダイヤの再編や鉄道との接続改善等による

最適化を進めます。 

特に、都心拠点である平地区と観光施設等を有する小名浜地区を結ぶ平－小名浜

間（鹿島街道経由）及び人口が集積するいわきニュータウン関連系統をはじめとし

た基幹バス系統での最適化を先導的に実施し利用者目線に立った分かりやすく選ば

れる路線バスを目指します。 

また、近隣自治体に跨る路線バス系統については、市外の通院・通学、買い物等の

日常生活を支えるとともに、福島イノベーション・コースト構想等のまちづくりと

連携する広域公共交通ネットワークを形成するため、域内公共交通との有機的な結

びつきを強化します。 

なお、路線バスの最適化は段階的に実施していくものとし、「いわき市生活バス路

線維持対策事業費補助金」についても当該路線バスの最適化に合わせて見直しを行

います。 

 Ｒ４年度 
(2022) 

Ｒ５年度 
(2023) 

Ｒ６年度 
(2024) 

Ｒ７年度 
(2025) 

Ｒ８年度 
(2026) 

Ｒ９年度 
(2027) 

実 施 ス ケ
ジュール 

 
 

   
 

実施主体 (交)交通事業者，(市)いわき市，(学)学識 など 

予算措置 国（地域公共交通確保維持改善事業費補助金）、県（地域公共交通活性化事業補助金） 
市（生活バス路線維持対策事業費補助金）、交通事業者など 

 

 

 

第６章 基本目標達成の 

ための具体的な事業 

  事業実施（交・市） 
詳細検討 

(交・市・学) 
 

利増実施計画 
(交・市・学) 
＊国土交通大臣認定 

利便増進実施事業 
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公共交通ネットワークの形成に向けた路線バスの最適化 

 

第６章 基本目標達成の 

ための具体的な事業 

勿来
（植田駅・錦）

泉

常磐
（湯本駅）

内郷

三和

小川

遠野

江名

久之浜

田人

川前

四倉

いわき
NT

平
（いわき駅）

好間

小名浜

 

富岡 

方面 

現 状 

将 来 

図 市内交通路線 図 地域間幹線系統 

図 公共交通ネットワーク方針図 
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図 経由先の統一の例 

第６章 基本目標達成の 

ための具体的な事業 

図 運行ダイヤの平準化の例 

15 分ずつ 
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2） 公共交通の利便増進（★） 

主に路線バスの利用しやすさ・分かりやすさを向上するため、バス停位置やサイ

ン表示の改善、系統別のデザイン統一などに取り組むとともに、分かりやすい路線

図・時刻表を作成します。 

また、利便性の高い公共交通への転換を図るため基本目標Ⅲ「新技術等を活用し

た移動手段のサポート」に掲げる施策の推進や待合環境の改善等に努め、公共交通

の利便増進を図ります。 

 

 Ｒ４年度 
(2022) 

Ｒ５年度 
(2023) 

Ｒ６年度 
(2024) 

Ｒ７年度 
(2025) 

Ｒ８年度 
(2026) 

Ｒ９年度 
(2027) 

実 施 ス ケ
ジュール 

 
 

   
 

実施主体 (交)交通事業者，(市)いわき市，(学)学識 など 

予算措置 国（地域公共交通確保維持改善事業費補助金）、市、交通事業者など 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

事業実施（交・市）   
詳細検討 

(交・市・学) 
 

利増実施計画 
(交・市・学) 
＊国土交通大臣認定 

第６章 基本目標達成の 

ための具体的な事業 

出典：レシップ株式会社 提供 

方向幕の色の統一の例 

行先を"色"で判断 

利便増進実施事業 
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3） 路線バス幹線系統の定時性・速達性確保【関連事業】 

平－小名浜間をはじめとした基幹バス系統では、朝夕等の交通渋滞により路線バ

スやタクシー、物流車両の速達性が損なわれ、都市全体の経済的損失に繋がってい

ることから、これら車両の定時性・速達性の改善を図るため、当該系統における道

路の一部拡幅やバスベイの設置などにより走行環境の改善を図ります。 

 

 Ｒ４年度 
(2022) 

Ｒ５年度 
(2023) 

Ｒ６年度 
(2024) 

Ｒ７年度 
(2025) 

Ｒ８年度 
(2026) 

Ｒ９年度 
(2027) 

実 施 ス ケ
ジュール 

 

  
 

 
 

実施主体 (交)交通事業者，(市)いわき市 など 

予算措置 国（都市・地域交通戦略推進事業費補助、社会資本整備総合交付金） 
市、交通事業者 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 バスベイの整備の例 

事業実施（交・市）  詳細検討 
(交・市) 

 

第６章 基本目標達成の 

ための具体的な事業 

写真 バスベイなどの整備の例 

出典：国土交通省道路移動円滑化に関するガイドライン 
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4） 公共交通ネットワークの防災力強化 

東日本大震災(2011 年３月)や令和元年東日本台風(2019 年 10 月)をはじめとした

近年頻発化・激甚化する災害に対応するため、災害時における鉄道、路線バス及び

タクシー等の多様な移動手段を活用した市内公共交通ネットワークの維持・確保や、

避難・物資輸送、買い物・病院送迎などの実施に向けて各交通事業者と一層の連携

強化を図ります。 

また、災害警戒区域や地すべり防止区域、浸水想定区域などのハザードエリア内

の公共交通の事業所や駅・停留所などのリスク低減措置等に取り組み、災害時にお

いても都市機能が維持可能な環境を形成します。 

 

 Ｒ４年度 
(2022) 

Ｒ５年度 
(2023) 

Ｒ６年度 
(2024) 

Ｒ７年度 
(2025) 

Ｒ８年度 
(2026) 

Ｒ９年度 
(2027) 

実 施 ス ケ
ジュール 

 
 

   
 

実施主体 (道)道路管理者（国、県），(交)交通事業者，(市)いわき市 

予算措置 国（都市・地域交通戦略推進事業費補助、社会資本整備総合交付金） 
市、交通事業者 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 いわき市津波ハザードマップ 図 いわき市夏井川水系河川洪水ハザードマップ 

交通事業者との災害協定の締結（交・市） 
事業実施（道・交・市） 

詳細検討 
(道・交・市) 

第６章 基本目標達成の 

ための具体的な事業 
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5） 公共交通のバリアフリー・ユニバーサルデザインの促進 

駅やバス停などの交通結節点や公共交通の車両に加え、市街地再生整備と連携し

た移動空間のバリアフリー化・ユニバーサルデザイン化を促進するため、バリアフ

リー法に基づく移動等円滑化方針（バリアフリーマスタープラン）の策定を検討す

るほか、駅やバス停の環境改善等を進めます。 

 

 Ｒ４年度 
(2022) 

Ｒ５年度 
(2023) 

Ｒ６年度 
(2024) 

Ｒ７年度 
(2025) 

Ｒ８年度 
(2026) 

Ｒ９年度 
(2027) 

実 施 ス ケ
ジュール 

  
 

  
 

実施主体 (道)道路管理者，(交)交通事業者，(市)いわき市 など 

予算措置 国（地域公共交通確保維持改善事業費補助金、都市・地域交通戦略推進事業費補助、
社会資本整備総合交付金）、市、交通事業者など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 鉄道駅のバリアフリー化（段差の解消、視覚障害者誘導用ブロックの整備等） 

出典：国土交通省 地域公共交通バリア解消等促進事業 

写真 ノンステップバス・リフト付きバスの導入 

出典：国土交通省 地域公共交通バリア解消等促進事業 

事業実施(道・交・市) 詳細検討(交・市) 
 

第６章 基本目標達成の 

ための具体的な事業 
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プロジェクトの主な実施範囲 

対象となる路線 

対象となる主要な拠点 

図 プロジェクト実施箇所 

富岡 
方面 

２）公共交通の利便増進 

１）路線バスの最適化等 
*補助要綱見直しは市全域 

２）公共交通の利便増進 
３）路線バス幹線系統の定時性・ 

速達性確保【関連事業】 

２）公共交通の利便増進 

(市全域) 
４）公共交通ネットワークの防災力強化 
５）公共交通のバリアフリー・ユニバーサル
デザインの促進 

久之浜 

第６章 基本目標達成の 

ための具体的な事業 
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２ 公共交通利用転換プロジェクト 

1） エコ通勤の促進（★） 

過度な自家用車利用からの脱却に向けて、公共交通利用促進等マネジメント協議

会（事務局：国交省総政局地域交通課、(公財)交通エコロジー・モビリティ財団）が

行っているエコ通勤優良事業所認証制度や民間企業が行っている公共交通利用促進

事業と連携した取組みを進めます。 

また、市民が公共交通による通勤を選択するメリットを発信するとともに、イン

センティブについても検討します。 

 

 Ｒ４年度 
(2022) 

Ｒ５年度 
(2023) 

Ｒ６年度 
(2024) 

Ｒ７年度 
(2025) 

Ｒ８年度 
(2026) 

Ｒ９年度 
(2027) 

実 施 ス ケ
ジュール 

     
 

実施主体 (市)いわき市，(民)市民・民間事業者 など 

予算措置 市、民間事業者 など 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業実施(民・市) 制度設計 
(市・民) 

第６章 基本目標達成の 

ための具体的な事業 

図 エコ通勤優良事業所認証 

出典：国土交通省 国土交通白書 
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2） まちなか定住促進と連携した公共交通の利用促進（★） 

人口密度を維持すべきまちなか居住区域への定住促進施策と連携しながら、まち

なか居住者のニーズに応じた利便性の高い多様な域内移動手段を確保するとともに、

自家用車に依存しないライフスタイルを促す取り組み進め公共交通の利用促進に取

り組みます。 

また、バス路線の最適化等と連携し、基幹バス・支線バス路線への接続を強化す

ることで公共交通による円滑な移動環境を形成します。 

 

 Ｒ４年度 
(2022) 

Ｒ５年度 
(2023) 

Ｒ６年度 
(2024) 

Ｒ７年度 
(2025) 

Ｒ８年度 
(2026) 

Ｒ９年度 
(2027) 

実 施 ス ケ
ジュール 

 

 

   
 

実施主体 (市)いわき市、（民）地域団体、（交）交通事業者、（学）学識 など 

予算措置 国（地域公共交通確保維持改善事業費補助金）、県（地域公共交通活性化事業補助金）、
市、交通事業者、民間団体 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3） 官民連携による鉄道交通・路線バスの活性化 

公共交通への利用促進に向けた市民意識の醸成を推進するため、公共交通の必要

性やメリット、意外と便利な公共交通について積極的に情報を発信するとともに、

産学官民が連携して地域の財産である公共交通の役割について学び、考える機会を

創出します。 

具体的には、学校教育・生涯学習施策と連携した公共交通教育プログラムを提供

するとともに、鉄道については、「いわき市鉄道交通を応援する会」における取組み

の強化し、サポーター・ファンの増加を目指します。 

   また、路線バスやタクシーについては、公共交通の乗り方教室やＳＮＳ等を活用

した公共交通によるお出かけの提案などに取り組みます。 

 Ｒ４年度 
(2022) 

Ｒ５年度 
(2023) 

Ｒ６年度 
(2024) 

Ｒ７年度 
(2025) 

Ｒ８年度 
(2026) 

Ｒ９年度 
(2027) 

実 施 ス ケ
ジュール 

      

実施主体  (市)いわき市，（交）交通事業者、(学)学識，(民)市民・市内企業 
予算措置 市、交通事業者 など 

 

公共交通機関 
 

公共交通の利用促進 

自家用車に依存しない 

ライフスタイルの構築 
シェアリングサービス 

グリーンスローモビリティ 

多様な域内移動手段 
 

各種事業の実施（市、交、学、民） 

事業実施((市、民、交、学)  

第６章 基本目標達成の 

ための具体的な事業 

図 まちなか定住促進と連携した公共交通の利活用 

出典：国土交通省交通政策白書 

詳細検討 
(市、民、 
交、学) 

 

利便増進実施事業 

41



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4） 高齢者の運転免許証自主返納の促進【関連事業】 

高齢者による交通事故の未然防止を図るため、運転免許証の全てを自主返納された

方（自主返納時に 75 歳以上）に対して、１人１回に限り 5,000 円相当の公共交通機関

または公共施設の利用券を交付する取り組みを実施し（平成 30 年７月より事業開始）、

高齢者の運転免許証の自主返納を促進します。 

また、事業者においても高齢者の公共交通利用の支援を行っており、事業者と連携

しながら事業に取り組みます。 

 

 Ｒ４年度 
(2022) 

Ｒ５年度 
(2023) 

Ｒ６年度 
(2024) 

Ｒ７年度 
(2025) 

Ｒ８年度 
(2026) 

Ｒ９年度 
(2027) 

実 施 ス ケ
ジュール 

     
 

実施主体 (市)いわき市、(交)交通事業者 
予算措置 市、交通事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 令和３年度 鉄活セミナー 写真 令和２年度 親子鉄道工作教室 

事業の実施（市） 

第６章 基本目標達成の 

ための具体的な事業 

表 路線バス事業者の取り組み 

図 市による取り組み 

高齢者運転免許証自主返納促進事業 

表 タクシー事業者の取り組み 
5,000 円相当の公共交通機関又は

公共施設の利用券を配布 
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６－３ 基本目標Ⅱ「セーフティーネットとなる公共交通の確保」                  

１. 公共交通セーフティーネット構築プロジェクト 

1） タクシー事業者等との共創による移動手段の確保（★） 

公共交通不便地域においては、日常生活に最低限必要な移動手段の確保を図るた

め、各地域の特性を把握した上で、地域と輸送ノウハウを有するタクシー事業者等

との共創による移動手段の確保に向けた検討を進めます。 

また、公共交通の担い手確保や災害時における代替移動手段の確保に向けて、生

活交通を支える交通事業者の事業所等が市街化調整区域内においても立地すること

ができるよう検討を進めます。 

 

 Ｒ４年度 
(2022) 

Ｒ５年度 
(2023) 

Ｒ６年度 
(2024) 

Ｒ７年度 
(2025) 

Ｒ８年度 
(2026) 

Ｒ９年度 
(2027) 

実 施 ス ケ
ジュール 

 

 

   
 

実施主体 (交)交通事業者，(民)地域団体 など 

予算措置 国（地域公共交通確保維持改善事業費補助金）、県（地域公共交通活性化事業補助金）、
市、地域団体、交通事業者 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６章 基本目標達成の 

ための具体的な事業 

 段階的な導入 
（交・民）  詳細検討 

(交・民・市) 
実証事業 

(交・民・市) 

図 タクシーの利活用のイメージ 

利便増進実施事業 
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2） 共創による住民輸送の取り組みの支援（★） 

   田人地区及び三和地区に実施している住民による支え合い活動による住民ボラ

ンティア輸送については、持続可能な交通システムとするための改善を検討します。 

また、その他の公共交通不便地域においても、住民ボランティア輸送のほか、自

家用有償旅客運送や医療、福祉、行政等の多様な主体が提供する輸送サービスとの

連携など、輸送資源を総動員した交通システムを地域と産学官が共創することによ

り、地域課題の解決を図ります。 

  

 Ｒ４年度 
(2022) 

Ｒ５年度 
(2023) 

Ｒ６年度 
(2024) 

Ｒ７年度 
(2025) 

Ｒ８年度 
(2026) 

Ｒ９年度 
(2027) 

実 施 ス ケ
ジュール 

 

  
 

 

 

実施主体 (交)交通事業者，(民)地域団体・民間事業者 など 

予算措置 国（地域公共交通確保維持改善事業費補助金）、県（地域公共交通活性化事業補助金）、
いわき市、地域団体、交通事業者など 

 

 

 

 

 

 

 

 

3） 中山間地域等での鉄道・路線バス・タクシー等の維持・物流の効率化 

中山間地域等における基盤的サービスの一つである物流の効率化及び鉄道・路線

バスの維持を図るため、鉄道・路線バス・タクシー、貨物自動車等を活用した貨客混

載の検討を進め、必要に応じた導入を図ります。 

 

 Ｒ４年度 
(2022) 

Ｒ５年度 
(2023) 

Ｒ６年度 
(2024) 

Ｒ７年度 
(2025) 

Ｒ８年度 
(2026) 

Ｒ９年度 
(2027) 

実 施 ス ケ
ジュール 

      

実施主体 (民)民間事業者，(交)交通事業者 など 

予算措置 国（地域公共交通確保維持改善事業費補助金）、市、交通事業者、民間事業者 など 

 

 

 

 

 

 

 段階的な運行開始 
（交・民） 

事業実施・必要に応じた見直しなど（交・民） 

詳細検討 
(交・民・市) 

実証・事業の本格導入（民・交） 詳細検討(民・交・市) 

第６章 基本目標達成の 

ための具体的な事業 

図 地域主体の取組み支援 

出典：国土交通省交通政策白書 

図 貨客混載イメージ 

地域旅客運送サービス 

図 サイクルトレイン 

出典：国土交通省 GOOD CYCLE JAPAN

ホームページ 

利便増進実施事業 
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プロジェクトの主な実施範囲 

２）地域主体の住民輸送の 
取り組みの支援 

図 プロジェクト実施箇所 

 

富岡 
方面 

１）タクシー事業者等との共創
による移動手段の確保 

２）共創による住民輸送の 
取り組みの支援 

プロジェクトの主な実施範囲 

対象となる地区 

対象となる拠点 

久之浜 

第６章 基本目標達成の 

ための具体的な事業 
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６－４ 基本目標Ⅲ「新技術等を活用した移動手段のサポート」            

１ スマートモビリティ推進プロジェクト 

1） データドリブンによる交通サービスの高度化【関連事業】 

   データ活用プラットフォーム(情報連携基盤)を構築し、移動・人流データの取得から、

データの分析・活用、データに基づく交通サービスの効果検証や新たな交通サービスの

構築等に取り組むことにより、需要に応じた効率的な移動サービスの提供やサービス全

体の高度化を図ります。 

 

 Ｒ４年度 
(2022) 

Ｒ５年度 
(2023) 

Ｒ６年度 
(2024) 

Ｒ７年度 
(2025) 

Ｒ８年度 
(2026) 

Ｒ９年度 
(2027) 

実 施 ス ケ
ジュール 

 

  

 

 

 

実施主体 (交)交通事業者，(地)地域団体，(市)いわき市 など 

予算措置 国（地方創生推進交付金）、市、交通事業者、地域団体 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

データ取得・分析・活用（交・地・市） 

データプラットフォーム
の構築 データの商用化 

図 取得した人流ﾃﾞｰﾀを利用した分析 

第６章 基本目標達成の 

ための具体的な事業 
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2） MaaS の構築（★） 

様々な交通サービスの連携を図り交通サービス全体の利便性を高めるとともに、移動

手段を活用した地域サービスの提供などを推進するため、地域特性に応じた MaaS※の構

築を進めます。 

 ※ MaaS(マース)(Mobility as a Service) 

   スマートフォンアプリ等により、移動ニーズに応じて複数の公共交通やそれ以外の

移動サービスを最適に組み合わせて検索・予約・決済等を一括で行うもの。本市では、

いわき版 MaaS として、観光・行政・おつかい MaaS など実施中 

 

 Ｒ４年度 
(2022) 

Ｒ５年度 
(2023) 

Ｒ６年度 
(2024) 

Ｒ７年度 
(2025) 

Ｒ８年度 
(2026) 

Ｒ９年度 
(2027) 

実 施 ス ケ
ジュール 

 
  

 

 
 

実施主体 (交)交通事業者，(民)民間事業者，(市)いわき市 など 

予算措置 国（地域公共交通確保維持改善事業費補助金、地方創生推進交付金）、市、 
交通事業者、民間事業者 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各種実証(交・民・市) 本運用(交・民) 

新規企画の検討(交・民・市) 

図 MaaS により可能となるサービス 

出典：国土交通省交通政策白書 

第６章 基本目標達成の 

ための具体的な事業 
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3） スマートモビリティの導入促進 

情報通信技術（ICT）や人工知能(AI)を活用し、安全かつ便利な移動や交通を実現する

スマートモビリティの導入を促進します。 

市街地や観光地、スマートタウンモデル地区（いわきニュータウン）等においては、

多様化する移動ニーズへの対応や地域内移動の効率化等に向け、将来の自動運転車両等

を見据えながら利便性の高い新たなモビリティの導入を検討します。また、鉄道、バス

及びタクシー車両についても環境に配慮した車両への転換（ＥＶ・燃料電池車等）を推

進します。 

 

 Ｒ４年度 
(2022) 

Ｒ５年度 
(2023) 

Ｒ６年度 
(2024) 

Ｒ７年度 
(2025) 

Ｒ８年度 
(2026) 

Ｒ９年度 
(2027) 

実 施 ス ケ
ジュール  

 

 
 

 

 

実施主体 (交)交通事業者，(地)地域団体 など 

予算措置 国（地方創生推進交付金，二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金）、市、交通事業
者、地域団体 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

順次、環境配慮型車両への転換 (交) 

実証・本運行（交・地）  詳細検討
(交・地・市) 

写真 燃料電池バス SORA 

写真 グリーンスローモビリティの導入 

第６章 基本目標達成の 

ための具体的な事業 
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２ 交通利便性向上プロジェクト 

1） 公共交通機関への非接触型決済システムの導入（★） 

利用者の利便性の向上や新型コロナウイルス感染症等の感染症拡大防止を図るた 

め、路線バス、タクシー、鉄道(未導入駅)への非接触型決裁システムの導入検討及び導

入促進を図ります。 

また、システムの導入により得られる様々なデータを活用し、効率的で利便性の高い

公共交通ネットワークの構築を促進します。 

 

 Ｒ４年度 
(2022) 

Ｒ５年度 
(2023) 

Ｒ６年度 
(2024) 

Ｒ７年度 
(2025) 

Ｒ８年度 
(2026) 

Ｒ９年度 
(2027) 

実 施 ス ケ
ジュール 

     

 

実施主体 (交)交通事業者，(市)いわき市、（県）福島県 など 

予算措置 国（地域公共交通確保維持改善事業費補助金、訪日外国人受入環境整備緊急対策事業
費補助金、地方創生臨時交付金）、県、市、交通事業者 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 交通系 IC カードの導入効果 

第６章 基本目標達成の 

ための具体的な事業 

詳細検討(交・県・市) 段階的導入(交) 

図 交通系 IC カードの導入効果 
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2） シェアリングサービスの導入促進 

駅等の交通結節点からの二次交通の確保、都市機能誘導区域やまちなか居住区域にお

ける地区内の移動手段の確保や自家用車所有による経済的な負担軽減、消費活動の活性

化等を図るため、車や自転車、電動キックボート、小型モビリティ等のシェアリングサ

ービスの導入検討及び導入促進を図ります。 

 

 Ｒ４年度 
(2022) 

Ｒ５年度 
(2023) 

Ｒ６年度 
(2024) 

Ｒ７年度 
(2025) 

Ｒ８年度 
(2026) 

Ｒ９年度 
(2027) 

実 施 ス ケ
ジュール 

  
 

  
 

実施主体 (民)民間事業者，(市)いわき市 など 

予算措置 国（地域公共交通確保維持改善事業費補助金、観光振興事業費補助金）、市、民間事
業者 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 シェアリングサービスの例 

出典：国土交通省 交通政策白書 

第６章 基本目標達成の 

ための具体的な事業 

実証運行 
(民・市) 

段階的導入 
(民) 

詳細検討 
(民・市) 

図 いわき市カーシェア官民共創実証事業 
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3） 公共交通利用環境等の改善（★） 

GTFS-JP※と連携するバスロケーションシステムの導入により、スマートフォン等での路線

やダイヤ検索、運行状況を可視化し利便性の向上を図るとともに、交通情報のみならず様々

な情報発信等による移動の快適性を高める取り組みを検討します。 

また、タクシー配車に係る効率的なオペレーション体制の構築に向けた ICT 技術の活用等

の検討を進めます。 

※ GTFS-JP:「標準的なバス情報フォーマット」に基づきデータを整備し、オープンデータ

として公開していくことで路線検索をはじめ様々なサービスに活用可能とな

る。 

 

 Ｒ４年度 
(2022) 

Ｒ５年度 
(2023) 

Ｒ６年度 
(2024) 

Ｒ７年度 
(2025) 

Ｒ８年度 
(2026) 

Ｒ９年度 
(2027) 

実 施 ス ケ
ジュール 

 

    
 

実施主体 (交)交通事業者，(市)いわき市 など 

予算措置 国（地域公共交通確保維持改善事業費補助金、訪日外国人受入環境整備緊急対策事業
費補助金、地方創生臨時交付金）、市、交通事業者 など 

 

図 バスロケーションシステムの利用例 

段階的実施 
(交・市)  詳細検討

(交・市) 

第６章 基本目標達成の 

ための具体的な事業 

図 GTFS データの活用 

出典：国土交通省 交通政策白書 

デジタルサイネージ 

スマートフォン 
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図 プロジェクト実施箇所 

 

第６章 基本目標達成の 

ための具体的な事業 
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第６章 基本目標達成の 

ための具体的な事業 
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６－５ 地域公共交通計画で取り組む事業一覧                     

  

 

基本目標 
実施事業 

推進するプロジェクト 個別事業名 

基本目標Ⅰ 

「選ばれる公共交通

の構築」 

公共交通最適化・利便増進

等プロジェクト 

路線バスの最適化等(★) 

 

公共交通の利便増進(★) 

 

路線バス幹線系統の定時性・速達性確保【関連事

業】 

公共交通ネットワークの防災力強化 

 

公共交通のバリアフリー・ユニバーサルデザイン

の促進 

公共交通利用転換プロジ

ェクト 

エコ通勤の促進(★) 

 

まちなか定住促進と連携した公共交通の利用促進 

(★) 

官民連携による鉄道交通・路線バスの活性化 

高齢者の運転免許証自主返納の促進【関連事業】 

基本目標Ⅱ 

「セーフティーネッ

トとなる公共交通の

確保」 

公共交通セーフティーネ

ット構築プロジェクト 

タクシー事業者等との共創による移動手段の確保

(★) 

共創による住民輸送の取り組みの支援(★) 

 

中山間地域等での鉄道・路線バスの維持・物流の

効率化 

基本目標Ⅲ 

「新技術等を活用し

た移動手段サポー

ト」 

スマートモビリティ推進

プロジェクト 

データドリブンによる交通サービスの高度化【関

連事業】 

MaaS の構築(★) 

スマートモビリティの導入促進 

交通利便性向上プロジェ

クト 

公共交通機関への非接触型決済システムの導入

(★) 

シェアリングサービスの導入促進 

 

公共交通利用環境等の改善(★) 

 

第６章 基本目標達成の 

ための具体的な事業 
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事業詳細 実施時期 
利便増進 

計画事業 

路線バスの系統・ダイヤへの再編、鉄道との接続改善、いわき市生活バ

ス路線維持対策事業費補助金の見直し 

前期～後期 
● 

利便増進実施計画の策定、バス停位置やサイン表示の改善、系統別のデ

ザイン統一、分かりやすい路線図・時刻表の作成 

前期～中期 
● 

道路の一部拡幅、バスベイの設置 

 

前期～後期 
 

災害時における公共交通ネットワークの維持・確保、交通事業者との災

害協定の締結 

中期～後期 
 

バリアフリーマスタープランの策定、駅やバス停の環境改善 

 

中期～後期 
 

エコ通勤優良事業者認証制度や民間企業の公共交通利用促進事業との

連携 

前期～後期 
 

多様な域内移動手段の確保、基幹バス・支線バス路線への接続強化 

 

前期～後期 
● 

公共交通についての情報発信、公共交通教育プログラムの提供 前期～後期  

行政・事業者による高齢者の交通事故の未然防止 前期～後期  

タクシーを活用した域内交通の確保 

 

前期～後期 
● 

住民ボランティア輸送、自家用有償旅客運送 

 

前期～後期 
● 

鉄道・路線バス・タクシーを活用した貨客混載の検討 

 

中期～後期 
 

オープンデータを活用したサービスの高度化 

 

前期～後期 
 

いわき版 MaaS、地域特性に応じた MaaS の構築 前期～後期  

スマートモビリティの導入促進、EV・燃料電池車等への転換 中期～後期  

非接触型決済システムの導入検討及び導入促進、データの活用 

 

前期～後期 
 

車や自転車、電動キックボード、小型モビリティ等のシェアリングサー

ビスの導入検討及び導入促進 

中期～後期 
 

バスロケーションシステムの導入、デジタルサイネージ等による交通

情報発信 

前期～後期 
 

第６章 基本目標達成の 

ための具体的な事業 
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第７章 計画の推進体制等 

７－１ 計画の進行管理                             

目標とする将来都市像を実現するため、いわき都市圏総合都市交通推進協議会を中心として、

計画策定・変更（Plan）、施策の実施（Do）、評価・検証（Check）、見直し・改善（Action）の PDCA

サイクルに沿って、施策を推進します。 

さらに、よりよいいわき市の都市交通環境を実現するため、住民・行政機関・交通事業者等の連

携により、継続的な取り組みを展開します。 

 

 

 

 

 

 

７－２ 計画の推進体制等                            

「第二次いわき市都市交通マスタープラン」、「いわき都市圏総合交通戦略」及び「いわき市地域

公共交通計画」の策定・公表後においては、各計画に基づく事業の実施に関する協議・調整を行う

とともに、関連する計画を所管する各種会議との連携を密にして、より高度かつ高速による PDCA

サイクルのもと、計画の確実な実現を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 計画の推進体制 

いわき都市圏総合都市交通推進協議会 

法定協議会＋公共交通会議 
設置法：地域公共交通活性化再生法第６条第１項（法定協議会） 

道路運送法施行規則第９条の２（公共交通会議） 

市立地適正化計画評価等

専門委員会 

ｺﾝﾊﾟｸﾄｼﾃｨ＋ﾈｯﾄﾜｰｸ 

令和２年(2020 年)３月設置 

連携 

道路交通検討幹事会 

施策の実務的な協議・調整 

公共交通検討幹事会 

施策の実務的な協議・調整 

➡適宜、個別協議の実施 

➡適宜、個別協議の実施 

新モビリティサービス

検討幹事会※ 
施策の実務的な協議・調整 

➡適宜、個別協議の実施 
※MaaS などの先端技術を活用して利用者の利便増進を図る新ﾓﾋﾞﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽの事業 

実施にあたり協議・調整を行う。地域公共交通活性化再生法第 36 条の４に基づく協議

本計画の検討を担う幹事会 

基本目標達成のための 

プロジェクト 

PJ-1 
公共交通最適化・ 
利便増進ﾌ゚ ﾛｼ゙ ｪｸﾄ 

PJ-2 
公共交通利用転換
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

PJ-3 
公共交通ｾｰﾌﾃｨｰﾈｯﾄ
構築ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

PJ-4 
ｽﾏｰﾄﾓﾋﾞﾘﾃｨ推進ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ 

PJ-5 
交通利便性向上ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ 

第７章 計画の推進体制等 

Ｐｌａｎ[計画]
計画の策定・変更

Ｄｏ[実行]
施策の実施

Ｃｈｅｃｋ[評価]
評価・検証

Ａｃｔｉｏｎ[改善]
見直し・改善

図 ＰＤＣＡサイクル 
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７－３ 計画の全体スケジュール                         

 

 
 

 
 
(注)別途策定の「いわき都市圏総合交通戦略」と適宜・調整しながら推進を図ります。 
 
 

 Ｒ４年度 
(2022) 

Ｒ５年度 
(2023) 

Ｒ６年度 
(2024) 

Ｒ７年度 
(2025) 

Ｒ８年度 
(2026) 

Ｒ９年度 
(2026) 

い わ き 都 市 圏
総 合 都 市 交 通
推進協議会・同
協 議 会 公 共 交
通検討幹事会 

 

 

  

 

 

交通事業者等  

 

   

 

いわき市  
 

 

 

 

 

 ４月 5 月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

実
施 
内
容 

地
域
公
共
交
通
計
画 

  

  

  

      

個
別
事
業 

  

  

   

     

協議会   
  

   
     

幹事会   
  

   
     

利便増進実施計画策定作業 
(交・市) 

★R4.３月 
本計画策定 

社会情勢の変化に合わせた計画の随時見直し、事業実施に係る全体調整 
など(協) 
(交・市) 

本計画Ⅱ
期策定に
向けた検
討着手
(市) 

計画に基づく事業の実施に係る個別調整 
(交・地・市) 

計画に基づく各種事業の実施(他事業との連携を含む) 
 

★R5.３月 
・利便増進実施計画策定 

★R7.３月 
・移動等円滑化基本方針 

(ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ)策定 

第７章 計画の推進体制等 

図 長期スパンにおける進捗管理 

図 年間の進捗管理、評価基本スケジュール 

必要に応じて開催 

 

 

来年度の事業計画(Plan) ★予算要求 

実施 
状況 
の 

確認 
評価 

(Action) 

計画変更に係る検討（必要に応じて） 
(Plan)  

計 画 目 標 値
の 評 価
（Check） 

 
計画の見直し 
改善 
(Action) 

協議会 
① 

協議会 
② 

計画の推進(Do) 

今年度実施 
事業の計画 
(Plan) 

事業実施(Do) 

今年度事業の評価(Check) 
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７－４ いわき都市圏総合交通戦略との連携                      

本計画は、いわき都市圏総合交通戦略とともに、都市交通マスタープランに掲げる将来都市交通

の実現を図る実行計画として同時に策定し、施策に取り組んでいくことから、両計画において特に

連携する施策を以下に示します。 

 

 

① 基幹バス路線の交通円滑化対策 × 路線バスの最適化等 
路線バスの平‐小名浜間などの幹線系統において、道路の一部拡幅やバスベイ設置などの交通

円滑化対策を実施するとともに、当該系統の路線の再編や運賃・ダイヤの見直しを図るとともに、

わかりやすい運賃体系への見直しなどの最適化を行い、基幹バスの定時性・速達性の確保や利便

性の向上を図ります。 

 

 
駅前広場周辺の交通結節点機能の強化 
公共交通施設・道路サービス施設の利用環境の向上 

駅前広場の再整備等の交通利用環境の向上に合わせ、バス停位置の改善やバス停のサイン表示・

系統別のデザイン統一、分かりやすい路線図・時刻表の作成など待合環境の改善を行い、路線バス

の利用しやすさ・わかりやすさの向上を図ります。 

 
 

              タクシー事業者等との共創による移動手段の確保 
共創による住民輸送の取り組みの支援 

公共交通の利用が不便な地域において、各地域の特性に応じた地域交通の確保に合わせ、地域

交通と既存公共交通が接続する交通拠点の整備や環境改善の取組みを行い、日常生活を守る交通

の確保を図ります。 

 
 

MaaS の構築 
公共交通機関への非接触型決済システムの導入 
シェアリングサービスの導入促進 
公共交通利用環境等の改善 

グリーンスローモビリティやシェアリングサービスなどの２次交通の導入とともに、既存公共

交通の非接触型決済システムや、GTFS-JP と連携するバスロケーションシステムの導入、MaaS の

構築・活用、タクシー配車に係る効率的なオペレーション体制の構築などを行い、シームレスな交

通体系の形成を図ります。 

第７章 計画の推進体制等 

② 公共交通の利便増進 × 

総合交通戦略 地域公共交通計画 × 

総合交通戦略 地域公共交通計画 × 

③ × 交通拠点の整備・充実 

総合交通戦略 地域公共交通計画 × 

④ × 公共交通との接続性の改善・強化 

総合交通戦略 地域公共交通計画 × 
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参考資料 

 計画策定の経過                                  

本計画は、「いわき都市圏総合都市交通推進協議会」、「いわき都市圏総合都市交通推進

協議会公共交通検討幹事会」にて協議を行うとともに、「パーソントリップ型調査」、「住

民懇談会」、「パブリックコメント」、「各事業者との個別協議」等により、広く意見を聴き

ながら策定を進めました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 

写真 第３回いわき都市圏総合都市交通推進協議会 
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表 策定までの取組み状況 

開催日 主な内容 

令和２年（2020 年） ９ 29 第１回いわき都市圏総合都市交通推進協議会 

令和３年（2021 年） ２ 12 第１回公共交通検討幹事会 

 ３ 17 第２回いわき都市圏総合都市交通推進協議会 

 ５ 10 第１回タクシー協会いわき支部個別協議会 

 ５ 24 第２回公共交通検討幹事会 

 ６ 28 第１回新常磐交通㈱個別協議会 

 ８ ２ 第２回新常磐交通㈱個別協議会 

 ８ 17 第２回タクシー協会いわき支部個別協議会 

 ８ 24 第３回新常磐交通㈱個別協議会 

 10 ５ 第３回公共交通検討幹事会 

 11 ９ 第３回いわき都市圏総合都市交通推進協議会 

 11 29 第４回新常磐交通㈱個別協議会 

 12 13 第５回新常磐交通㈱個別協議会 

令和４年（2022 年） １ 24 第６回新常磐交通㈱個別協議会 

 ２ ７ 第７回新常磐交通㈱個別協議会 

 ３ 23 第 8 回新常磐交通㈱個別協議会 

 ３ 23 第 4 回いわき都市圏総合都市交通推進協議会（書面開催） 

 ６ ６ 第９回新常磐交通㈱個別協議会 

 ６ 30 第５回いわき都市圏総合都市交通推進協議会（書面開催） 

 11 ８ 第４回公共交通検討幹事会 

 11 28 第６回いわき都市圏総合都市交通推進協議会 

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 
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いわき都市圏総合都市交通推進協議会 

表 委員名簿 

部門 
氏名 

所属 令和２年度 
（2020 年度） 

令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

［学識経験者］ 

まちづくり 齊藤 充弘【会長】 
独立行政法人国立高等専門学校機構 
福島工業高等専門学校 都市ｼｽﾃﾑ学科 教授 

［関係団体等］ 
交通(ﾊﾞｽ) 宍戸 紳一郎 公益社団法人福島県バス協会 専務理事 

交通(ﾀｸｼｰ) 門馬 成美 
吉田 憲一 
(令和 4 年 5 月 12 日から) 

一般社団法人 
福島県タクシー協会 いわき支部 支部長 

交通(ﾄﾗｯｸ) 鈴木 健仁 松尾 活秀 
公益社団法人 
福島県トラック協会 いわき支部 支部長 

交通(ﾊﾞｽ） 門馬 誠 新常磐交通株式会社 常務取締役 
交通 

(高速道路） 
奥野 俊 

東日本高速道路株式会社東北支社 
いわき管理事務所 副所長 

交通(鉄道) 小川 郁夫 
石川 健一 
(令和４年 12 月１日から) 

東日本旅客鉄道 水戸支社 企画室長 

商業 山崎 建見 いわき商工会議所 議員 
利用者代表 長久保 徳雄 武田 征也 いわき市行政嘱託員連合協議会 副会長 
利用者代表 鈴木 康弘 小平 充 前田 賢一 福島県高等学校 PTA 連合会いわき地区 会長 
利用者代表 越智 春子 いわき市社会福祉協議会 副会長 
ﾊﾞｽ運転手 

代表 
大滝 忠洋 

(令和３年 12 月 20 日まで) 
中丸 一三 

(令和３年 12 月 21 日から) 
常磐交通労働組合 執行委員長 

ﾀｸｼｰ運転手
代表 

城鳥 隆一 
(令和４年９月 28 日まで) 

島脇 勝彦
(令和４年９月 29 日から) 

株式会社報徳バス タクシー事業部(令和４年９月 28 日まで) 
尼子タクシー労働組合 執行委員長（令和４年９月 29 日から）  

［関係行政機関］ 

国土交通省 雫石 敏見 宍戸 英雄 
国土交通省東北地方整備局 磐城国道事務所 
副所長 

国土交通省 渋谷 賢治 日向 幸紀 
国土交通省東北地方整備局 小名浜港湾事務所 
副所長 

国土交通省 越戸 直 佐々木 由隆 
国土交通省東北運輸局 福島運輸支局 
首席運輸企画専門官 

福島県 助川 浩一 渡辺 秀徳 福島県いわき地方振興局 次長兼企画商工部長 
福島県 馬場 靖 木田 隆典 福島県いわき建設事務所 主幹兼企画管理部長 
福島県 箱崎 寿文 福島県小名浜港湾建設事務所 主幹兼次長 

福島県 松崎 郁郎 石井 隆浩 
福島県警察本部いわき中央警察署 交通第一課
長 

福島県 石井 隆浩 松本 靖則 福島県警察本部いわき東警察署 交通課長 
福島県 菅野 智昭 佐久間 健 東 智 福島県警察本部いわき南警察署 交通課長 
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［市］ 
いわき市 大和田 洋 山田 誠 いわき市総合政策部 部長 

いわき市 渡邉 一弘 千葉 伸一郎 
いわき市観光文化スポーツ部 部長 
令和３年度まではいわき市特定政策推進監 

いわき市 根本 英典 白田 真一 いわき市土木部 部長 
いわき市 髙田 浩一 永井 吉明 いわき市都市建設部 部長 

 
［アドバイザー］ 

交通 芥川 一則 
独立行政法人国立高等専門学校機構 
福島工業高等専門学校ﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科教
授 

交通 吉田 樹 福島大学 経済経営学類 准教授 
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公共交通検討幹事会 

表 委員名簿 

部門 
氏名 

所属 令和２年度 
（2020 年度） 

令和３年度 
（2021 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

［学識経験者］ 

まちづくり 齊藤 充弘 
独立行政法人国立高等専門学校機構 
福島工業高等専門学校 都市ｼｽﾃﾑ学科 教授 

［関係団体等］ 

交通(ﾀｸｼｰ) 門馬 成美 
吉田 憲一 
(令和 4 年 5 月 12 日から) 

一般社団法人 
福島県タクシー協会 いわき支部 支部長 

交通(ﾊﾞｽ） 門馬 誠 新常磐交通株式会社 常務取締役 

交通(鉄道) 小川 郁夫 
石川 健一 
(令和４年 12 月１日から) 

東日本旅客鉄道 水戸支社 企画室長 

商業 山崎 建見 いわき商工会議所 議員 
利用者代表 長久保 徳雄 武田 征也 いわき市行政嘱託員連合協議会 副会長 
利用者代表 鈴木 康弘 小平 充 前田 賢一 福島県高等学校 PTA 連合会いわき地区 会長 
利用者代表 越智 春子 いわき市社会福祉協議会 副会長 
ﾊﾞｽ運転手 

代表 
大滝 忠洋 

(令和３年 12 月 20 日まで) 
中丸 一三 

(令和３年 12 月 21 日から) 
常磐交通労働組合 執行委員長 

ﾀｸｼｰ運転手
代表 

城鳥 隆一 
(令和４年９月 28 日まで) 

島脇 勝彦
(令和４年９月 29 日から) 

株式会社報徳バス タクシー事業部(令和４年９月 28 日まで) 
尼子タクシー労働組合 執行委員長（令和４年９月 29 日から）  

［関係行政機関］ 

国土交通省 越戸 直 佐々木 由隆 
国土交通省東北運輸局福島運輸支局 首席運輸
企画専門官 

福島県 渡邉 智伊 成田 稔 福島県いわき地方振興局 県民生活課長 

［市］ 

いわき市 松本 雄二郎 
いわき市総合政策部 スマート社会推進課長 
令和２年度までは創生推進課長 

いわき市 駒木根 通人 西山 敦 
いわき市文化スポーツ室・観光交流室 観光交
流課長 

いわき市 市毛 芳幸 紺野 克彦 小林 重則 いわき市都市建設部 都市計画課長 
いわき市 矢吹 隆行 渡邉 直 いわき市都市建設部 総合交通対策担当課長 

 
［アドバイザー］ 

交通 芥川 一則 
独立行政法人国立高等専門学校機構 
福島工業高等専門学校ﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科教
授 

交通 吉田 樹 福島大学 経済経営学類 准教授 
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